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Abstract 
  臨海都市の沿岸水域では防波堤等の構造物設置に伴い海水の鉛直混合が阻害され，夏期において表層部に比べ底
層部が低温になることが報告されている．夏期の底層低温水を利用した空調システムの導入を想定した場合，熱源

の低温化による省エネルギー効果と水域への排熱による顕熱排熱削減効果が期待できる．海水を利用した空調シス

テムの検討は既に行われている例もあるが，夏期に発生する底層低温水を積極的に利用する研究は行われていない．

本研究では底層低温水を利用した空調システムの運転性能を試算することを目的とした底層低温水温の推定モデル

の構築を行い，既存の気象データを入力とした水深別の海水温度推定が可能となった．次に底層低温水を冷熱源と

して活用する空調システムシミュレーションでは，大阪市沿岸部 3地域において既存の空調システムと比較し，冷
房負荷が最大時で 100MW 規模の商業地区では，63%の省エネルギー効果と日積算値で 900MWhの顕熱排熱削減効
果を算出した． 
 

1 研究の背景と目的 
1.1 研究背景 
近年，都心部では通信機器や事務機器などによる電

力需要の伸びに伴い，年間冷房を行う高発熱建物の増

加が顕在化している．特に，都市域の大気（気圏と定

義）への熱負荷となる顕熱排熱は夏期のヒートアイラ

ンド現象を助長し，放置できない深刻な社会問題とな

っている． 
また，臨海都市の沿岸水域（水圏と定義）では，防

波堤等の構造物設置に伴う海水の鉛直混合の低下によ

り，温度成層が発生する． H18 年度夏季の大阪湾奥の
岸壁近傍にて水温計測結果報告 1)によれば，水深 8m
程度の海水温度は表層より昼間最大で７℃程度低いと

いう結果を得た．この７℃の海水温度差は冷熱源とし

てのポテンシャルが大きく， 底層低温水の利用価値が
高いことを示唆している． 
1.2 研究目的 
海水を利用した空調システムの設計を行う場合，そ

のシステムの成績係数を算出し，システム全体の消費

エネルギーの試算が必要になる．空調システムを構成

する冷房機器の特性を大きく左右する冷却水の水温デ

ータが重要になる．しかし，底層低温水の水温データ

は気象データのように時系列で整備されておらず，空

調システムシミュレーションの際に活用できる沿岸部

海水温の推定モデルは存在しない． 
そこで，本研究では大阪湾内での実測データを用い

て海水温度推定モデルの同定を行い，冷熱源として使

用する海水温度のデータベース構築を行うことを目的

とする．また，大阪湾で同定した海水温推定モデルが

他の海域でも適用できるか否かについて検証する． 
次に，夏期海水の底層低温水を利用した空調システ

ムの優位性の把握を目的として実際に大阪ベイエリア

での適用効果を試算する．対象区域は大阪湾海岸線か

ら 5km以内の地域を選定し，現行の標準的な空調シス

テムと比較し，冷凍機の年間消費電力削減量，対象区

域内における顕熱削減量で評価を行う． 
2 海水温度の調査結果 
2.1 年間水温データの分析 
時系列水温の推定モデル同定を行う上で，海水温度

変動の物理的特性を把握する必要がある．年間の海水

温度データ分析にあたり，国土交通省近畿地方整備局

により提供されている大阪湾水質定点自動観測データ

配信システムにより観測された海水温データを使用し

た．データ計測地点を図 1 に示す．海水温度データ計
測間隔は 1 時間で計測水深は 1mから 12mである．本

研究では 1m から 7m までのデータを使用して海水温

度の変動特性を分析する． 
2.2 季節変動の特性 
図 2 に水温と気温の変動を示す．3~8 月は上昇傾向

にあり，9~2 月は下降傾向にある．水温の鉛直分布は
上昇期に発生し下降期に消滅する．温度成層の発生を

水深 1m と 7m の水温差が 2K 以上として判断すると，

上昇期の温度成層の発生は 5 月，消滅は 9 月となる．
本研究では夏期沿岸海域で発生する底層低温水の利用

を目的としているため，4~9 月の水温データを中心に
考察する． 
2.3 変動の要素 
図 3に日平均気温と水深１mと水深７mの日平均水



 
 

温との相関を示す．気温と水温の年間変動を比較する

と水温変動には時間的な遅れが生じるものの，期間を

限定すると相関があることが分かる．上昇期と下降期

に分離した場合は，それぞれの時期で線形関係を仮定

できると考えられる． 
図 4，図 5 ではそれぞれ日平均水温と，日積算日射

量，日平均風速との相関を表している．共に日単位で

の変動にはあまり相関がないことが分かる． 
2.4 一時的な温度成層の消滅 
 温度成層が一時的に消滅する場合の考察を行う．図 
8 から，2010 年の上昇期において温度成層が消滅して
いる期間が 5 回訪れている．水温差が 2K 以下の状態

を混合状態と定義すると，混合が生じている時間の直

前，あるいは同日に 8m/s 以上の風速を観測しているこ
とが分かる．このことから，一時的に生じる混合につ

いては風速の影響が大きいことが示唆される．2010 年
の風速と水温差データから，6m/s の風速を観測した後
5 時間以内に 56%の割合で混合が発生し，7m/s の風速
を観測した後 5時間以内に 64%の割合で混合が発生し
ている． 
本研究では 6m/s 以上の風速が発生した場合を混合

発生時間とする．混合が継続する時間のヒストグラム

を図 10 に示す．水温差が再生成するまでに要する時

間は平均 5 時間であることから，最後に 6m/s 以上の風
速が発生した時刻から 5 時間で再生すると定義する． 

 
図 1 水温観測地点(大阪湾) 

 
図 2 水温の年変動 

 
図 3 大阪湾における水温と気温の相関 

 
図 4 大阪湾における水温と日射量の相関 

 
図 5 大阪湾における水温と風速の相関 

 
図 6 上昇期の日平均水温変動(2010 年) 

 
図 7 下降期の日平均水温変動(2010 年)  
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図 8 風速と水温差の時系列比較 
(大阪湾波浪観測塔 2010/4/1~9/30) 

 
図 9 温度成層生成期の判断フロー 

 
図 10 混合継続時間のヒストグラム 

2.5 温度成層の発生・消滅 

 水深 1mと 7mの水温差が安定して 2K以上になる時
期を温度成層期として，発生から消滅について検討す

る． 
図 6，図 7 から，水温，気温共に日平均値が平均 7

日間周期で変動していることが分かる．2010 年の場合
4 月末から 5 月にかけて一度鉛直分布が生じるが，一
時的な気温の低下に伴い消えてしまっている．以上よ

り，温度成層発生条件として日平均気温が過去 7 日間
連続 15(degC)を超えた場合とする．図 7 より温度成層

の消滅については，気温の上昇傾向がなくなると同時

に温度成層が消滅する． 
2.6 各判定基準のまとめ 

 本研究における温度成層期の判定フローを図 9 に

示す．水温上昇期の判断は気温の上昇期により決定さ

れ，温度成層の発生と消滅も同様に日平均気温から推

定できることが明らかになった．さらに，荒天などに

よる一時的な海水の鉛直混合が発生する場合の指標と

して風速の影響が考えられ，時間平均風速により海水

の鉛直混合の発生が推定できる．また，鉛直混合が発

生した後は約 80%の割合で 1時間後に再生成されるが，
平均的には 5 時間で再生成されることが明らかになっ
た．温度成層再生成の基準も風速によって定めること

ができた． 
 また，ここで示した判断基準は伊勢湾など他海域に

も適用も可能であることを確認した． 
3 海水温度推定モデル 
3.1 成分分離の手法 
海水温度は地球の自転と公転に関わって変動して

いるので，一定の周期性を持つ．本研究では，海水温

度変動を確定成分と確率成分に分離し，確定成分とし

て各種周期をもった変動を表現し，残差を確率成分と

して表現する．吉田 2)は気温のモデル化において日周

成分を近似的に確定的なものとして分離する方法を提

案している．過去のデータより平均的日周成分を推定

し，確定的周期成分として分離する方法である． 
3.2 確定成分のモデル化 
本研究では 5 月から 8 月に限定した季節変動と平均

的日周期成分を確定成分としてモデル化する．モデル

化のフローを図 11 に示す．季節変動については前章

で得られた日平均水温と気温の線形関係から，線形重

回帰分析によるモデル化を行う．分離の手順として，

まず季節的な変動成分をモデル化し，次いで，平均的

日周期成分をモデル化する． 
3.3 季節成分のモデル化 
ここでは，2010/5/28 から 2010/7/2 の南港 ATC にお

ける実測データを使用する．実測データを図 12 に示

す．水深別の日平均水温を推定する際，重回帰分析に

用いる説明変数として，日平均気温，日積算日射量，

日平均風速とし，遅れ時間は過去 7 日前までの値を検
討する．重回帰分析の一般式を式(3.4)に示す． 
モデルの評価指標として，AIC(赤池情報量規準)，

RMSE(平均二乗誤差)，R2(決定係数)を用いる．評価式
を式(3.2)，(3.3)に示す．評価の手順は 21 種類の説明変
数の全組み合わせの中からAICが最良のものを選択し，
AIC の値が同等の場合は自由度調整済決定係数にて比
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較を行う． 
3.4 平均的日周成分のモデル化 
前節の重回帰分析にて日平均水温を推定し，実測値

から引くことにより，季節成分を分離した．日平均値

の推定値を図 13 に示す．分離後の海水温データ全 36
日分を各時刻で平均し，代表的な 1 日の日変動を生成
する．これを平均的日周期成分と定義する．式(3.5)か
ら(3.9)より得られた日周期成分をフーリエ級数近似に
より近似式を作成する．日周期成分の水深別変動を図 
14 に示す．日周期成分の推定モデルは推定値と実測値
の RMSE にて評価を行う． 
モデル化の結果を表 2 に示す．水深 1mでは気象条

件の影響を受けやすく，時刻変動が日別で大きく異な

るため，変動のピーク値を表現できていない．その他

の水深に関してはそもそも日変動が小さいことから，

平均的日周成分の推定で問題はないが，水深 1m にお

ける水温の時刻変動に関しては，気象条件での補正を

試みる．  
3.5 気温による振幅補正 
 ここでは気温変動の振幅による水深 1m における水

温変動の振幅の補正を試みる． 
計算方法を式(3.10)から(3.12)に示す．これにより計

算された気温振幅を基準化振幅とする．基準化気温振

幅による補正の効果を含めた全水深における推定精度

は RMSE で 0.1(degC)向上した．補正前と補正後を図 
16 に示す．  

 
図 11 海水温度推定モデル同定フロー(確定成分) 

 
図 12 実測データ(2010/5/28～7/2) 
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図 13 日平均水温の推定値 

季節成分の分離

過去の海水温データ

平均的な日変動の計算

実測値との比較

季節成分のモデル化
(重回帰モデル)

時刻別水温のモデル化
(調和分析モデル)

残差の評価(RMSE)

手段

10.00 
12.00 
14.00 
16.00 
18.00 
20.00 
22.00 
24.00 
26.00 
28.00 
30.00 

2010/5/28 0:00 2010/6/7 0:00 2010/6/17 0:00 2010/6/27 0:00

1m 2.5m 4m 5.5m 7m

水
温

(d
eg

C
)

時間(h)
10.00 
12.00 
14.00 
16.00 
18.00 
20.00 
22.00 
24.00 
26.00 
28.00 
30.00 

2010/05/28 2010/06/07 2010/06/17 2010/06/27

1m 2.5m 4m 5.5m 7m

水
温

(d
eg

C
)

時間(h)



 
 

 

 
図 14 平均的日周期成分の水深別変動 

 
図 15 平均的日周成分分離後 

 

図 16 基準化気温による補正 

(上 気温補正前 下 気温補正後) 

3.6 確率成分のモデル化 

 残差のモデル化を行う．気温補正を行った 1m のデ

ータを含め各水深での残差を AR モデルによりモデル
化した．表 2 における AR モデルの()の数字は過去に
さかのぼるデータの個数を表している． 
3.7 最終的な推定誤差 

 モデルのパラメータを表 1，一覧表を表 2 に示す．

4m 以下の水深ではほぼ日平均値からの変動がないこ

とから，水深が深くなるほど RMSE は小さい．  
 水深 1m の日周期成分は当日の気温の振幅による補

正により RMSE が改善された． 
海水温度推定モデルの確定成分のみでの RMSE は

1mで 1.17(degC)，2.5mで 0.58(degC)，4mで0.42(degC)，
5.5mで 0.31(degC)，7mで 0.35(degC)となった．また， 
 確率成分を含めたRMSEは 1mで 0.19，2.5mで 0.18，
4mで 0.09，5.5mで 0.00，7mで 0.07 となった． 
 次節における空調システムシミュレーションでは確

率成分まで計算した推定水温データを使用する． 
 
 
 

表 1 モデルの変数と係数 

 
 
 

表 2 モデル同定結果 
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4 海水を利用した空調システムシミュレーション 
4.1 海水取水温度への変換 
 前章で同定したモデルにより推定した水深別海水温

度を推定し，大阪湾の潮汐変動 3)で取水位置における

水温に変換し，データベースを作成した．これを元に

空調システムシミュレーションを行う． 
4.2 冷房負荷算定 
 08年四宮 4)らはエネルギー供給量に基づく空調排熱

量を算出している．本研究では対象とする地区の選定

を行うため，四宮らの空調排熱原単位を用いて 500m
メッシュごとの冷房負荷と顕熱，潜熱別の排熱量を計

算した． 
4.3 導入地区の選定 
本空調システムの導入地区の抽出方法として，熱負

荷密度 5)を用いる．本研究では海水を低温熱源として

利用した地域冷暖房を検討するため，海岸線からの距

離を考慮し，上述のメッシュごとに冷房負荷を算出し，

各冷房負荷が 25MW を超えるメッシュを導入地区と

定義し，さらに隣り合うメッシュの冷房負荷の合計が

25MW 以上の地区も導入地区とする.基準値の設定方
法としては，全国の地域冷暖房プラントの標準的な規

模を計算し，そのピークタイムの規模とした．ここで

は規模が 25MWの地区B，100MWの地区Cを選定し，
基準値以下の規模として 15MW の地区 Aを選定した．
各地区の概要を表 3 に示す． 
4.4 システム概要 
 大阪市域にて海水を利用した空調システムの導入シ

ミュレーションを行い，省エネルギー効果と顕熱排熱

量の削減効果と試算する．  
システムの構成として，海水と冷却水の熱交換プラ

ントと冷凍機から冷水を供給する冷凍機プラントの 2
つの種類のプラントにより構成された空調システムを

検討する．海岸線付近に熱交換プラントを設置し，そ

こから遠隔に立地する対象メッシュへと配管を敷設し，

ポンプを用いて冷却水を搬送する．プラントの位置関

係とメッシュごとの冷房負荷の分布を図 17 に示す．  

 
図 17 システム概要と冷房負荷分布図 

表 3 各地区の概要と計算条件 

 

 
図 18 削減効果と成績係数 

(左 海水利用システム 右 現行システム) 

4.5 削減効果の算定 
底層低温海水を利用する地域熱供給システムのシ

ステムシミュレーションモデルを構築し，規模の異な

る 3 地区を事例として削減効果の計算を行った．排熱
量とシステム COP を図 18 に示す．都市大気への顕熱
排熱は，それぞれの地区で現状と比べると日積算値が

60MWh，250MWh，900MWh 削減されとともに，海水
排熱量はエネルギー効率の向上により排熱量の絶対値

も削減される結果を得た． 
5 結論 
重回帰分析と調和分析を組み合わせることにより，

水深別の海水温度推定モデルを構築した． 
海水を利用した空調システムを導入した場合，既存

の空調システムと比較し，成績係数の改善による省エ

ネルギー効果を得，海洋への排熱による顕熱排熱削減

効果を得た．冷房負荷規模が最大時で 100MW の規模

の地域ではシステム COP 向上による 63%の省エネル
ギー効果と，日積算値で 900MWhの顕熱排熱削減によ
るヒートアイランド対策効果を試算した． 
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修士論文公聴会 質疑と応答 

 
質疑 
矢持教授 
質問(1)：7 日間の決定理由 
回答：大阪湾波浪観測塔における 2010 年，2011 年の
気温・水温データと伊勢湾湾奥部における気温・水温

データから閾値と判断した． 
質問(2)：大阪湾での解析は塩分解析も必要ではないの
か． 
回答：現段階では，空著すシステムシミュレーション

に利用する簡易なモデルを想定していたため，塩分濃

度に関して考慮入れていないが，他の港湾部でも使用

できるように一般化するために再度検討の必要がある

と考えている．今後の課題として挙げる． 
質問(3)：潮位での解析も必要ではないのか． 
回答：潮位については相関関数を使用して，モデルの

パラメータとしての可能性を検討したが影響が小さか

ったため，パラメータとしては挙げていない．しかし，

前問同様にモデルの一般化を検討するために再度検討

する． 
質問(4)：気象観測の場所による影響はないのか． 
回答：大阪の場合，海上の観測データが理想的である

が，計算のしやすさ，入力データの入手のしやすさか

ら考えて，大阪管区気象データで推定できるモデルを

検討している．ただし，本研究では，風速に関しては

観測点のデータを使用している． 
質問：内部港湾と外部港湾の関係は？ 
回答(5)：本研究では温度成層の発生する海域を対象と
したモデル化を行っているため，内部港湾と外部港湾

の関係に関しては示していない．しかし，外洋との関

わりの少ない港湾部では温度成層が発生している可能

性が示唆されている 
 
鍋島講師 
質問(1)：深ければ日周成分がなくなるのではないか． 
質問(2)：7mの周期性１はどう解釈するべきか？ 
回答：例外を除いては水深が深くなるほど日周成分は

必要なくなるが，7m の地点では様子が違っている．

7m の場合，潮汐変動が関係している可能性が考えら

れ，潮汐の変動の中で同じ周波数を持っているものも

存在することより，今後再度潮汐との関連性を検討す

る必要がある， 

 

図 19 水深別の RMSE 
質問(3)：RMSE がどれくらい変わるのか？ 
回答：RMSE を図 1 に示す．f=0 は日周成分によるモ
デル化を行っていない場合の RMSE を意味する．1m
を除いては日周成分の変動を加味する必要がない可能

性がある．RMSE により，補正の必要性の検討を考え
る必要がある． 
回答：潮汐変動の影響が示唆され，表層部分と底層部

分では影響する因子を変えて検討する必要がある． 
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